[bookmark: OLE_LINK13][bookmark: OLE_LINK10][bookmark: OLE_LINK11]（様式第１号）
　年　月　日　

公益財団法人富山県新世紀産業機構
　理事長　　　　　　　　殿

所在地　〒　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　

[bookmark: _Hlk5085389][bookmark: _Hlk5177380][bookmark: _Hlk73617779]　　　年度 アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金
 交付申請書

　標記補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、アルミ産業成長力強化戦略推進事業 アルミサンドボックス事業補助金 交付要綱第６条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。
　なお、別記の誓約が虚偽であり、又はこれに反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てないことを誓約します。

記

１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　　補助事業に要する経費	金　　　　　　円
　　　補助対象経費		金　　　　　　円
　　　補助金交付申請額		金　　　　　　円

２　補助事業の実施計画書（別紙１）

３　収支予算書（別紙２）

４　補助要件に係る誓約書（別紙３）

責任者及び事務担当者
・責　任　者　役職・氏名：
　　　　　　　　　　（連絡先：　　　－　　　－　　　　）
・事務担当者　所属・氏名：
　　　　　　　　　　（連絡先：　　　－　　　－　　　　）








[bookmark: OLE_LINK15][bookmark: OLE_LINK16]（別紙１)※青字部分は例示です。記入時には削除してください。

補助事業の実施計画書


１．申請者の概要
（１）代表企業
	申請者名(企業名)
	

	代表者職・氏名
	

	事業所所在地(住所)
	〒

	本社所在地
	〒

	設立
	年　　　月
	資本金
	

	従業員数
	　　　人
	主たる業種
	




（２）グループの構成員（※必要に応じて記入欄を追加）
	
	①名称、②住所、③代表者名
	④役割、⑤取り組み内容（箇条書き）

	１
	①
②
③
	④
⑤内容は、概要がわかる「項目程度」で箇条書きで記載してください。



	２
	①
②
③
	④
⑤




	３
	①
②
③
	④
⑤




	４
	①
②
③
	④
⑤







２．補助事業の概要
（１）名称
取り組み内容がイメージでき、分かりやすく、簡潔な表現で記載して下さい。
　　　例　調理器具業界におけるアルミ製△△器具製造における○○加工指定の解除についての取り組み。など



（２）内容
具体的な取り組み内容を、背景から時系列でわかりやすく記載して下さい。また、事業終了後の予定について記載して下さい。

・背景、現状
例）従来から、○○の製品における○○加工については、○○に限定されているのが、業界の慣習であり、○○規格についてもそのように取り扱っているのが現状である。

・問題点、課題
例）この○○製品については、昨今の環境保護の高まりや2015年９月に採択されたＳＤＧｓ達成の運動の影響により、○○加工について廃止すべき、または改良すべき課題がある。
例）○○規格については、規格自体が硬直的であり、また、○○であることから新商品開発のための機会が失われている。

・解決策など
例）このためには○○加工について、新たな加工方法を開発することが解決策となる。

・取組み
例）したがって、○○について○○株式会社（△△大学）に対し調査を依頼し、その結果をもって、業界に対して、規格の変更を求めていくものである。







（３）スケジュール
	内容
	６
月
	７
月
	8
月
	９
月
	10
月
	11
月
	12
月
	１
月
	２
月

	
上記１．（２）項の⑤取り組み内容を時系列で記載ください。

	


	
	
	
	
	
	
	
	





（別紙２)
収支予算書

１　収入									　　（円）
	区　分
	金　額
	摘　要

	補 助 金
	
	

	自己資金
	
	消費税及び地方消費税相当額

	合計
	
	



２　支出									　　（円）
	区　分
	金　額
	摘　要

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


＊収入の合計額と支出の合計額とは一致すること。
＊補助対象経費には消費税及び地方消費税の額を含まないため、自己資金となる。
＊補助事業に要する経費の２０パーセント以上の予算額の変更がある場合は、変更承認申請書（様式第２号）の提出と承認が必要。



（別紙３）
	補助要件に係る誓約書
□　① 当社は、次の（１）～（５）のすべてに該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。
(1)　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号（以下「暴力団対策法」という）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者。
(2)　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。
(3)　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者。
(4)　役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。
(5)　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者。
□　② 当社は、次の（１）～（３）のすべてに該当しないことを確約します。
(1)　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き中又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き中の者。
(2)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第４項に規定する接待飲食業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、又はこれらに類する業を営む者。
(3)　無差別大量殺人行為を行なった団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５条第１項に規定する観察処分を受けている者。
□　③ 当社は、本店及び富山県内に所在する事業所等が都道府県税並びに消費税及び地方消費税を滞納しておらず、今後においても適正に納付することを確約します。
□　④ 当社は、現在、本事業に関連した訴訟による係争はなく、事業運営に支障のないことを確約します。
□　⑤ 当社は、現在、本事業に関連した法令違反による処罰を受けておらず、事業運営に支障のないことを確約します。
□　⑥ 当社は、本事業による補助対象経費について、国や県等から他の補助金受けておらず、また受ける予定がないことを確約します。
□　⑦ 当社は、本事業に関する審査に必要な書類等を整備保管し、国や県等による実地検査の受入れに協力します。


※ 該当項目の□に、チェックを入れてください。
※ 上記要件に欠落があった場合には、本事業の対象とできません。補助金交付決定後であっても、欠落が判明した場合は、交付決定を取り消すことになりますので、間違いのないようにご記入ください。
